
 

 

論文 RCラーメン橋脚梁部のせん断耐力の解析的検討 

 
坂田 秀生＊１・幸左 賢二＊２・吉原 聡＊３・田崎 賢治＊４ 

 
要旨：RC ラーメン橋脚梁部の帯鉄筋量をパラメータとした実験を行った結果，破壊形態は梁

部のせん断破壊であった。そこで FEM 解析によって，梁部のせん断損傷の評価を行った。具

体的には，梁部における挙動を応力やひずみにより評価した。その結果，今回の実験における

せん断破壊は，変形に伴うコンクリートのせん断抵抗の減少が原因であることが確認できた。 
キ－ワ－ド： RC ラーメン橋脚，有限要素解析，塑性ヒンジ，せん断耐力  

    

    1．はじめに 

 兵庫県南部地震では数多くの RC 橋脚に被害

が生じたが，単柱式橋脚の被害率が高く，RC

ラーメン橋脚の被害は比較的少なかった。震災

後，柱部については単柱と同様の補強が行われ

たが，梁部の補強は実施されていない。従って，

建設時に比べ梁部が相対的に弱点になっている

可能性がある。 

 そこで,本研究では RC ラーメン橋脚梁部の

せん断損傷において支配的であると考えられる

梁部の帯鉄筋量をパラメータ（No.1 帯鉄筋比

0.16％，No.2帯鉄筋比0.08％，No.3帯鉄筋比0％）

とした地震時挙動再現実験を対象として 2次元

弾塑性 FEM 解析を行い,最終破壊形態であるせ

ん断損傷部に着目した検討を行った。 

 

 2．実験概要 

2.1 供試体諸元 

    実験は実物の RC ラーメン橋脚を対象とした

1/8 供試体モデルを作成した。実橋では柱の主

鉄筋比が 0.40％となっており，設計上の柱の曲

げ降伏，梁の曲げ降伏およびせん断耐力がほぼ

一致している。しかし，本実験の目的は，梁の

損傷メカニズムの評価であるので，梁の損傷形

態をより明確にするために，供試体の柱主鉄筋

には 1 ランク太径を用いた。図－1 に以上によ

り決定された No.1 供試体配筋図を示す 1）。 

2.2 実験方法 

    載荷荷重としては，地震力に相当する慣性力

を梁端部での水平単調荷重として載荷している。

最大荷重付近までは 30kN きざみで単調漸増載

荷し，最大荷重までは荷重制御で，それ以降は

変位制御で載荷を行った。 
 測定項目は，各部材の変位，梁および柱の主

鉄筋ひずみ，帯鉄筋ひずみである。 
2.3 供試体損傷状況 

    図－2 に No.1 供試体の最終損傷状況を示す。
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図－1 No.1 供試体配筋図 
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梁部側面にひび割れが発生した後，両柱基部に

おいてもひび割れが発生した。その後最大荷重

では，梁部側面に発生したひび割れが斜め 45

度方向に進展すると同時に開き出し，梁下面中

央に大きな剥離が生じせん断破壊に至った。 

 

3．解析概要 

3.1 解析手法 

 RC ラーメン実験供試体 No.1～3 を対象とし

て，FEM（有限要素法）による 2 次元弾塑性解

析を実施した。載荷条件としては梁端部におい

て水平方向の強制荷重を単調漸増変位として与

えた。また，境界条件はフーチング下面を完全

固定とした。 

3.2 材料モデル 

 解析で適用した要素特性としては，コンクリ

ートには平面応力要素，鉄筋にはトラス要素を

用い，鉄筋とコンクリートは完全付着とした。

表－1 にコンクリートおよび鉄筋の材料特性を

示す。各材料の降伏基準としては，コンクリー

トの圧縮域には，Drucker-Pragar の降伏基準を，

引張域には最大主応力基準を用いた。また，鉄

筋には Von-Mises の降伏基準を用いた。 

 図－3 にコンクリートの応力－ひずみモデル

を示す。圧縮上昇域では圧縮強度まで 2 次放物

線とし，その後は応力が一定でひずみのみが増

加するモデルを，引張域では引張強度に達する

とひび割れが発生し，その後εｔ（εｔ＝σｓｙ/E

ｓ＝2000μ）2）まで直線的に応力が減少するモ

デルを用いた。なお，ひび割れについては離散

ひび割れモデルを用いた。また，図－4 に鉄筋

の応力－ひずみモデルを示す。鉄筋降伏強度に

達した後のひずみ硬化を考慮したトリリニアモ

デルを用いた。せん断モデルにおいてはひび割

れ発生後のせん断応力伝達力を 20％3）と一定の

値として採用した。 

 図－5 に本解析における要素分割図を示す。

解析における評価をし易いように，できるだけ

正方形となるように分割を行った。1 要素は，

縦 41.6mm，横 39.0mm で，分割数はおよそ 1300

分割である。 

 

4．解析結果および考察 

ここでは代表的解析例として帯鉄筋を有す

る No.1，2 について実験結果との対比を行う。

また，No.3 供試体については荷重－水平変位，

主鉄筋ひずみ分布ともに No.1，2 と同様の結果

が得られている。 

4.1 No.1 供試体 

(1)荷重－水平変位関係 

図－6 に No.1 供試体における荷重－水平変

位関係および梁・柱主鉄筋降伏点を示す。解析

は実験よりも初期勾配が大きくなっているもの

の，最大荷重付近までは同じような挙動が得ら
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れていることが分かる。また，主鉄筋降伏につ

いては，梁主鉄筋の降伏に違いが見られたもの

の，柱主鉄筋においてはほぼ同じ荷重で降伏に

達していることが確認できた。塑性ヒンジの形

成を図－7 に示す。実験・解析ともに，梁端部

および柱基部の主鉄筋降伏により 4つの塑性ヒ

ンジの形成が確認されたが，実験と解析で降伏

順序が異なる結果となった。 

(2)鉄筋ひずみ分布 

 図－8 に実験において梁主鉄筋ひずみを測定

した箇所を示す。実験・解析で同位置による梁

主鉄筋ひずみを比較した結果を図－9 および図

－10 に示す。ここに，梁端部は反載荷側梁端部

を基準点としている。上側主鉄筋では，反載荷

側に引張ひずみが進展しており，下側主鉄筋に

おいては，載荷側に引張ひずみが進展している

ことが確認できた。一方，反載荷側下主鉄筋お

よび載荷側上主鉄筋では圧縮ひずみが発生して

いる。 

 図－11 に梁帯鉄筋ひずみの測定箇所を示す。

帯鉄筋においても，実験・解析で同位置により

比較を行い，その結果を図－12に示す。帯鉄筋

ひずみ分布を見ると，梁両端部において，ひず

みが進展している。よって，せん断損傷が梁両

端部において生じていることが考えられる。 

4.2 No.2供試体 

(1)荷重－水平変位関係 

図－13 に No.2 供試体における荷重－水平変

位関係および梁・柱主鉄筋降伏点を示す。No.1，

2 における初期勾配の違いに関しては，実験時

ひずみゲージ測定位置
載荷

図－8 主鉄筋ひずみゲージ測定位置 
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図－9 梁上主鉄筋ひずみ分布（No.1） 

図－10 梁下主鉄筋ひずみ分布（No.1）
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図－7 塑性ヒンジの形成（No.1） 
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に柱基部の鉄筋の抜出しが生じているためと考

えられる。No.2では，柱基部の回転を測定した

ため，その補正を行った結果，実験と解析の傾

きは概ね一致した。 

(2)鉄筋ひずみ分布 

 図－14 に No.2 供試体における帯鉄筋ひずみ

分布を示す。No.1 と同様の傾向を示しているが，

反載荷側において帯鉄筋が降伏に達していない。

No.1 供試体よりも早い段階でせん断破壊に至

っているので，反載荷側が降伏に至る前にせん

断破壊が生じたものと考えられる。 

 

5．せん断耐力について 

5.1 梁部における主引張ひずみ 

 実験では最終的な破壊として，せん断ひび割

れが確認できた。そこで，解析においてどのよ

うな損傷が生じているのかを調べるため，図－

15に変位21mm時における載荷点側梁端部での

主引張ひずみ分布を示す。実験においてせん断

損傷が生じた箇所で斜め方向にひずみが発生し

ていることが確認できた。せん断損傷を生じる

際に，斜め方向の引張力によりひび割れが進展

するものと考えられるので，このひずみに沿っ

た断面をせん断損傷断面と仮定した。 

5.2 せん断損傷仮定断面について 

図－16 にせん断損傷仮定断面での主引張ひ

ずみを示す。ここでは，梁下面を梁高 0mm，梁

上面を梁高 250mm としている。主引張ひずみ

において上面部，中間部，下面部においてひず

みが大きく発生していることが確認できた。せ

ん断損傷仮定断面は，ひずみの進展方向の違い

から曲げ損傷の影響も含まれていると考えられ

る。ここでは，せん断損傷に対する評価を目的

としているので，せん断損傷を明確に定義する

必要がある。よって，以下にそれぞれの挙動に

ついて考察を行った。 

(1)梁上面部について 

図－17 にせん断損傷仮定断面の圧縮ひずみ

を示す。上面において圧縮ひずみが大きく発生

していることが確認できた。圧縮ひずみは水平

方向に発生しているので，圧縮作用の影響によ

り鉛直方向に引張力が作用していると考えられ

ひずみゲージ測定位置
載荷

図－11 帯鉄筋ひずみゲージ測定位置 

図－12 梁帯鉄筋ひずみ分布（No.1）
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る。この圧縮作用は，曲げによる挙動であるの

で，梁上面においてはせん断損傷ではないと考

えられる。後述するせん断耐力の算定において

梁上面部を除外する。 

(2)梁中間部について 

図－16 では，梁高 80～210mm においてひず

みが進展している。梁主鉄筋降伏変位 4.3mm

付近からひずみの増加が始まり，その後も進展

していることが確認できた。このことから，梁

高 80～210mm の部分においてせん断損傷が発

生していると考えられる。 

(3)梁下面部について 

 梁下面は曲げによる引張領域となっているが，

2000μを超えた後，ひずみの増加傾向が鈍くな

っている。ここで，図－18は梁下主鉄筋ひずみ

を示しており，コンクリートひずみの増加傾向

が鈍くなった変位 8.4mm 時において，主鉄筋

ひずみが急激に増加し始めることが分かる。こ

のことから変位 8.4mm 以降，梁下主鉄筋が負

担し始めていることが分かる。よって，梁下面

においてはせん断損傷ではないと考えられる。

後述するせん断耐力の算定において梁下面部を

除外する。 
5.3 せん断耐力の算定 

(1)せん断耐力算定方法 

梁部でのせん断損傷断面を主引張ひずみよ

り想定したが，次にこの断面内における負担せ

ん断力を算出した。そこでせん断損傷はせん断

ひびわれ面にほぼ垂直に作用する主引張応力に

より発生すると考え，コンクリートの負担せん

断力（Vc）は，せん断損傷仮定断面に生じる主

引張応力の平均を求め，式（1）により算出し

た。このとき，ひずみ分布を評価した結果によ

り，せん断損傷は梁中間部（上主鉄筋と下主鉄

筋の間隔）であると考えて算出した 4）。 

θcot1 ・・・・ djbfVc =      （1） 
ここに， 1f ：主引張応力，b：梁幅， j：せん

断損傷高さに対する係数，d ：せん断損傷高さ

（ｊ・ｄ＝180mm），θ：ひびわれの傾斜角 

また，鉄筋の負担せん断力（Vs）は，仮定し

たせん断損傷断面と交わる帯鉄筋のひずみより

作用平均応力を求め，式（2）により算出した。 
θcot/ ・・・・ djsAvfvVs =    （2） 

ここに， fv：せん断鉄筋作用応力， Av：帯鉄

筋断面積， s：帯鉄筋の間隔 

(2)せん断力算出結果 
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図－15 主引張ひずみ分布 
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図－16 せん断損傷仮定断面における主引張ひずみ 
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変位 23mm時における主引張応力を図－19に，

各せん断力と水平変位の関係を図－20 に示す。

梁主鉄筋降伏以降に，コンクリートせん断力低

下の減少が見られた。また，コンクリートせん

断力の減少に伴って帯鉄筋負担せん断力が増加

しており，帯鉄筋降伏後せん断破壊に至るもの

と考えられる。 

 

6．まとめ 

 RC ラーメン橋脚梁部のせん断損傷を解析的

に検討した結果を以下に示す。 

1） 荷重－水平変位関係において，実験・解析

ともに，最大荷重付近までは同様の傾向が

得られており，鉄筋の抜出しを補正するこ

とによって概ね一致した結果が得られた。 

2） 曲げ損傷によって，梁および柱の主鉄筋が

降伏し，梁両端部・両柱基部において 4 箇

所の塑性ヒンジが形成された。しかし，実

験と解析で発生順序が異なる結果となった。 

3） 仮定したせん断損傷断面において，全供試

体とも，梁主鉄筋降伏以降にコンクリート

の発生せん断力が低下する傾向が見られた。 

4） コンクリートの発生せん断力の低下に伴い，

変位 13mm 付近から No.1，2 ともコンクリ

ートせん断力低下を補うように帯鉄筋負担

せん断力が増加する。 

5） No.1，2 供試体ともに，帯鉄筋降伏変位に

おいてコンクリートせん断力が大きく低下

するため，せん断破壊現象に対応すると考

えられる。 
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